
柳澤金融担当大臣から鬼追・整理回収機構社長に対して信託兼営の認可書交付（平成 13 年 8 月 31 日）

<「証券市場の構造改革プログラム～個人投資家が主役の証券市場の構築に向けて～」

及び｢税制改正要望｣について>

１．はじめに

　　去る８月８日、金融庁は「証券市場の構造改革

プログラム～個人投資家が主役の証券市場の構築

に向けて」（以下「プログラム」）を発表した。

　　証券市場の構造改革は、我が国経済の再生に必

要不可欠な構造改革の重要な政策課題として位置

づけられる。小泉総理の所信表明演説（５月７日）

でその旨表明されたのに続いて、「骨太の方針」

（「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に

関する基本方針」６月 26日閣議決定）で、「個人投
資家の市場参加が戦略的に重要であるとの観点か

ら、その拡大を図るために、貯蓄優遇から投資優遇

への金融のあり方の切り替えなどを踏まえ、税制を

含めた関連する諸制度における対応について検討

を行う。」とされている。

　　プログラムは、「骨太の方針」を具体化し、証券

市場の構造改革を総合的に行うため策定したもの

である。以下では、プログラム（金融庁ホームペー

ジに掲載）の考え方、概要等について解説する。

   なお、プログラム中の「個人投資家によるリスク
キャピタル供給のための税制改革（要望）」につい

ては、８月末に、金融庁の「税制改正要望」におい

て、「証券市場の構造改革のための税制措置」とし

て、その他の税制改正要望とともに取りまとめ、対

外公表および関係当局へ提出している。本稿では、

「証券市場の構造改革のための税制措置」として示

した具体的な要望内容も付記した。（詳細について

は、金融庁ホームページに「税制改正要望」の全文

を掲載しているのでご参照されたい。）



２．プログラムの考え方

（１）我が国証券市場の現状等

　　　証券市場は、家計・企業等の資金運用と資金

調達を直接的に結びつける機能を担う「国民共

有の財産」（直接金融市場）であるが、我が国証

券市場の現状をみると、①1,400 兆円の個人金
融資産に占める株式の割合は低く（我が国 4.6%、
米国 18.7%、独国 12.7%）、部門別株式保有比率
における個人の比率は 19.4%（12年度）にすぎ
ず（45 年度 37.7%、元年度 20.5%）、②個人金
融資産の過半が預貯金に吸収されているため、

我が国産業は負債に比べ過少資本の状況にある

（企業の自己資本比率は我が国22%、米国37%）。

（２）我が国「証券市場の構造改革」の必要性

　　　我が国経済においては、個人投資家自らが主

体的に証券市場に参加し資産の効率的運用を図

ることで、ベンチャー企業を含む成長企業に対

するリスクキャピタルの供給等、効率性の低い

部門から効率性や社会的ニーズの高い成長部門

へと資金を移動させることにより、経済の構造

改革が促進されることが必要不可欠である。こ

のため、貯蓄尊重から投資重視への政策の力点

の置換えなどを踏まえ、抜本的かつ総合的な「証

券市場の構造改革」を進め、個人投資家の積極

的な市場参加のための環境整備を図り、証券市

場による直接金融の機能を高めることが喫緊の

課題である。

（３）個人投資家の市場参加の阻害要因

　　　４つの要因があると考えられる。①証券会社

の不祥事等に起因する証券市場（証券会社・発

行企業等）への信頼の欠如、市場インフラ（ル

ール）の不備、②個人投資家にとって個別株式

よりも投資信託への投資がより馴染みやすいが、

個人投資家にとって魅力ある投資信託市場の未

成熟、③税制等を含め、投資重視の制度的枠組

みの不備、④証券市場が国民共有の財産である

という文化の未定着等、投資文化の未成熟があ

る。

（４）証券市場の構造改革の具体的課題

　　　４本柱により、個人投資家が主役の証券市場

を構築する。①個人投資家の証券市場への信頼

向上のためのインフラ整備、②個人投資家にと

って魅力ある投資信託の実現、③個人投資家に

よるリスクキャピタル供給のための税制改革、

④投資家教育である。

３プログラムの概要

（１）個人投資家の証券市場への信頼向上のための

インフラ整備

　 ①　個人投資家の証券市場への信頼向上のため
に第１に重要なことは、市場仲介者である証券

会社への根強い不信感を払拭することである。

このため、証券会社の営業姿勢の転換に向けた

方策を実施する。具体的には、行為規制違反に

係る全行政処分の公表（従来から公表していた

業務停止命令に加えて業務改善命令も全て公

表）、個人投資家中心のビジネス・モデル構築

の奨励、証券業協会による証券外務員の資質の

定期的なチェックシステムの導入（３年毎の再

講習の際に試験導入等）等を行う。

　　②　第２に、行政による市場監視を強化する。

具体的には、証券取引等監視委員会の個人投資

家重視の監視行政のための人員増強（１３年度

定員は地方を含め２６５人。１４年度の監視委

員会本体の増員要求は１１２名＜１３年度定

員１２２名をほぼ倍増＞）、最近の行政処分に

みられるような個人投資家を守るための厳格

な行政処分の実施、金融機関のコングロマリッ

ト化等に対応してグループ全体の法令遵守・リ

スク管理態勢等をチェックするために検査局

と証券取引等監視委員会の合同検査の実施等

の連携強化等を行う。

　　③　第３に、市場インフラを整備する。具体的

には、目論見書の電子交付の促進（電子交付方

法の多様化を図る内閣府令の改正案をパブリ

ック・コメント済み）、株式投資単位の引下げ

の具体化（１株当たりの純資産額規制や単位株



制度を廃止する改正商法の１０月施行に合わ

せて、投資単位引下げに向けた発行会社の努力

義務等を定める取引所等の規則改正）等を行う。

　　④　第４に、自主規制機関（証券業協会・証券

取引所）による市場監視を強化する。具体的に

は、証券業協会による証券外務員等の処分の公

表の実施や苦情処理・紛争解決内容の積極的公

表等を行い、証券会社の活動に対する規律付け

を期する。

⑤ 第５に、発行企業の株主重視の経営姿勢の

確立を促進する。具体的には、発行企業の決算

短信におけるＲＯＥ等の目標設定・向上に向け

た具体的施策の公表（現在目標設定会社は１割

強程度）、発行企業（取引所上場企業）の四半

期短信による経営情報開示の促進（東証上場内

国会社では１００社程度（全体の５％程度）の

み実施。マザーズ・ジャスダック・ナスダック

ジャパンでは既に規則化）等を行う。

　

（２）個人投資家にとって魅力ある投資信託の実現

① 第１に、個人投資家にとって魅力ある投資

信託の実現のための環境整備である。具体的に

は、投資家により分かりやすくするための目論

見書の記載内容改善（内閣府令の改正）、投資

信託の販売手数料等引下げに向けた目論見書

の記載方法見直し（同）、上場投資信託（ＥＴ

Ｆ）の範囲の拡大及び銀行によるＥＴＦの窓口

販売に向けての環境整備等を行う。ＥＴＦは、

緊急経済対策（４月６日）に基づき現物出資型

の売買が７月から開始され、活発な取引が行わ

れているように、投資家に対し、リアルタイム

で少額かつ簡便に株価指数に対する投資を行

い、長期・安定的な運用ニーズに応えることを

可能とする利便性の高い魅力的な商品である。

そこで、ＥＴＦの対象株価指数の拡大による商

品の多様化（現行は租税特別措置法施行規則で

ＴＯＰＩＸ等の４種に限定）、現行の証券取引

法施行令の下では銀行ができないＥＴＦの窓

口販売に向けての環境整備等について、今後、

具体的に詰めていく考えである。

② 第２に、株式投資信託の税制改革（後述）

を行い、第３に、投資信託協会によるメールマ

ガジンの発刊等、投資家に対する広報の促進を

行う。

（３）個人投資家によるリスクキャピタル供給のた

めの税制改革（要望）

　　　　税制改革は金融庁としての要望の概略であ

る。なお、本稿では、金融庁が「税制改正要

望」の中で、「証券市場の構造改革のための

税制措置」として示した具体的な要望内容を

も付記した。

　　①株式等譲渡益課税の抜本的改革

　　　　第１に、申告分離課税の改善である。株式

等譲渡益課税については、現在、源泉分離課

税（譲渡金額の 1.05%）と申告分離課税（26％）
の選択制となっており、平成１５年４月に申

告分離課税に一本化されることになっている。

金融庁としては、現行の源泉分離課税制度が

平成１５年３月末までの措置であることを前

提とした上で、申告分離課税について、譲渡

損失の繰越控除制度の創設、税率引下げ、長

期保有上場株式等に対する優遇策（100 万円
の特別控除）の拡充・恒久化（現行では１５

年３月末までの時限措置）等が必要であると

考えている。



【金融庁の税制改正要望】

・ 譲渡損失の繰越控除制度の創設………５年を限度とする繰越控除制度を創設

・ 申告分離課税の税率引下げ……………現行２６％を１０％に引下げ

・ 長期保有上場株式等に対する優遇……現行の長期保有上場株式等に係る少額譲渡益非課税制度（１００

万円の特別控除、１５年３月末までの時限措置）について、恒久化したうえで、対象を上場株式等の譲

渡益および適格株式投信（注）の収益分配金とし、特別控除枠を２００万円に拡大。

    （注）平均５０％以上の株式組み入れ比率を有する株式投信

　　　第２に、投資家にとって簡易な納税の仕組み

の構築（申告不要制度の創設）であり、３つの

案（譲渡金額への源泉徴収制度＋少額申告不要

制度、実譲渡益への源泉徴収制度＋申告不要制

度、少額譲渡益非課税制度）を示している。

【金融庁の税制改正要望】

・ ３つの案については、関係者等と今後さらに協議し、具体的な内容について詰める。

　　　第３に、円滑な制度移行のための経過措置と

して、取得価格が不明な株式への経過措置、源

泉分離課税の継続利用者を対象に、税率（譲渡

金額 1.05%）引上げの上（例えば譲渡金額の
2%程度）、当分の間、源泉分離課税制度の利用

を認める。後者は、現行の源泉分離課税制度が

個人投資家の間で定着していること（全取引の

うち約７割）から、個人投資家の証券市場から

の離反を招かないよう、経過措置として設ける

ものである。

【金融庁の税制改正要望】

・ 取得価格が不明な株式等（保護預り等の形で１５年３月末までに取得されていることが明らかなもの）

については、３月中の平均価格に 1/1.0525をかける価格（源泉分離課税制度のもとで売却した場合に適
用される取得価格）を取得価格とする。

・ １５年４月以降当分の間、以下の仕組みの下で源泉分離課税制度の利用を認める。

① １年毎の更新制とし、当該年の全取引に源泉分離課税を適用

② １度申告分離課税を選択した者は源泉分離課税制度を選択できない

③ 申告分離課税の税率の引下げに合わせて、源泉分離課税制度の税率を譲渡代金の２％程度に引上げ

（現行は 1.05%）

　②配当課税の改善

少額配当申告不要制度の限度額（１銘柄当たり年間１０万円）引上げ等を行う。

【金融庁の税制改正要望】

・ 現行の少額配当申告不要制度の適用範囲の拡大（配当額が年１回１０万円以下から５０万円以下まで拡

大）

・ 配当控除制度の控除率引下げ限度額を 1000万円から 2000万円へ引上げ



③株式投資信託の税制改革

　　　株式投資信託の収益分配金に対する現行の課税

は、預貯金利子課税と同様２０％の一律源泉分離

課税とされているが、個人投資家にとって魅力あ

る投資信託を実現する観点から、源泉徴収課税の

仕組みを維持した上で、投資家が申告した場合に、

損益通算、損失繰越、長期運用の優遇を可能とす

る。

【金融庁の税制改正要望】

・ 期中の収益分配金、解約、終了時の収益分配金（解約差益・償還差益）に対する源泉徴収の税率を現行

の２０％から１０％に引下げ

・ 源泉徴収の枠組みを維持しつつ、申告を行うことにより他の適格株式投信及び株式等の譲渡損益との損

益通算を可能とする

・ １年超の長期保有の適格株式投信について、上場長期保有株式等の譲渡益と合わせて２００万円の特別

控除の対象とする

・ 申告により株式と同様５年間の繰越控除を可能とする

・ ＥＴＦ（株価指数連動型上場投資信託）の対象指数の拡大（現行３種類から投信法上のＥＴＦ全てへ）

　

④高齢者貯蓄を経済活性化に役立たせるための贈与

税の特例措置の創設

　　　個人金融資産の多くを高齢者（６０歳以上が

全体の５割弱、５０歳以上が全体の７５％）が保

有しており、これをリスクキャピタルとして活用

し、経済活性化に役立てるため、長期に株式等に

投資する条件で親子間等贈与の贈与税の特例措置

（親子間等の住宅取得資金の贈与に係る贈与税の

特例措置と同様の５分５乗方式）を創設する。   

【金融庁の税制改正要望】

・ 親子間等の株式等の贈与について、５年間の時限措置として贈与後の長期（１年超）保有を条件に贈与

税の特例（1500万円を限度に５分５乗方式で最大 550万円まで非課税）を付与

（４）投資家教育

　　　第４の柱は投資家教育である。我が国の投資

文化を考えると、中長期的な観点からは、最も

重要な柱といえ、一般投資家や学校教育向けに

継続的な取組みが必要である。具体的な施策と

しては、金融庁のホームページにおける学校教

育支援事業サイト（仮称）の新設や投資家向け

Ｑ＆Ａの拡充、個人投資家との意見交換会の開

催等を行う。

４．プログラムの進め方

　プログラムに盛り込まれた諸措置については、

以下の方針で実行に移していく。①金融庁単独で

実行可能な措置については、できるだけ早期に実

行する。②金融庁が関係団体（取引所・証券業協

会等）に検討を要請する事項については、金融庁

から直ちに要請した上で、関係団体ができるだけ

早期に結論を出すことを強く期待する。なお、繰

り返しになるが、税制改革や証券取引等監視委員

会の人員増強等については、８月末に金融庁とし

て正式な税制改正要望、定員要求を関係当局に提

出した。また、プログラムの項目毎の工程表につ

いては、８月２９日に対外公表したところである

（金融庁ホームページに掲載）。



５．おわりに

　プログラムは、短期的な株価対策ではなく、総

合的な「証券市場の構造改革」を行うことにより、

証券市場による直接金融の機能を高め、「証券市

場の活性化」のための環境整備を図ることを目的

とするものである。従って、プログラムの目的を

達成するためには、当面の取組みに加えて、その

時々の証券市場の状況如何に大きく左右されるこ

となく、中長期的観点からの息の長い地道な継続

的取組みが必要である。証券市場に係わるすべて

の関係者（市場参加者、市場仲介者、行政当局、

関係団体等）が、「国民共有の財産」である証券市

場の健全な発展に向けて取組みを続けることが重

要である。

･｢証券市場の構造改革プログラム｣について（平成１３年８月８日）

・ ｢平成１４年度税制改正要望｣について（平成１３年８月２９日）

・ ｢金融庁による改革工程表｣について（平成１３年８月２９日）

<平成 14年度機構定員・予算要求の概要について>

１．はじめに

　「緊急経済対策」や「今後の経済財政運営及び経

済社会の構造改革に関する基本方針」（「骨太の方

針」）で、不良債権問題の抜本的解決や証券市場の構

造改革等が我が国の国政上の最重要課題となる中、

金融庁では、これらの諸課題に迅速に対処するため、

平成１４年度機構定員・予算要求において、検査・

監督・監視体制等の整備を行うこととしている。

　

２．機構定員要求の内容

平成１４年度機構定員要求では、上記のような基

本的考え方に基づき、全体で２５０人の増員等を行

うこととしている。要求内容を各部局別に整理する

と、以下のとおり。

（１）証券取引等監視委員会

証券取引等監視委員会では、証券市場の構造改

革を進めるためには、行政による市場監視を強化

し、個人投資家の証券市場への信頼を向上させる

ことが不可欠であるとの基本的考え方に立って、

以下の３つの施策に基本的な重点を置いて、検査

等の実施部門の人員を倍増することとしている。

①　ＥＢ（他社株券償還特約付社債券）等の新しい

金融商品の出現やインターネットの急速な普及を

踏まえ、個人投資家保護の観点から、証券会社に

対する検査周期を短縮するなど検査体制を強化

②　金庫株の導入などを踏まえ、相場操縦やインサ

イダー取引など不公正取引を未然に防止するため、

日常的な市場監視体制を強化

③　証券市場に対する個人投資家の信頼向上のため、

市場の公正性を損ねるような証券犯罪を徹底的に

摘発するため、犯則事件の調査体制を強化

（参考）証券取引等監視委員会の体制整備

１４年度増員要求　　　　　　　　　　　　　　　現　状

検査部門　　　　４６人　　　　　　実施部門倍増　　　　　　４５人

取引審査部門　　２２人　　－１１０人　　←　１０４人－　　１９人

特別調査部門　　４２人　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０人

総括部門　　　　　２人　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８人

合　計　　　　１１２人　　　　　　　　　　　　　　　　　１２２人

http://www.fsa.go.jp/news/newsj/13/kinyu/f-20010808-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/13/kinyu/f-20010829-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/13/kinyu/f-20010829-5.pdf


（２）検査局

検査局では、不良債権問題の抜本的解決や証券

市場の構造改革など骨太の方針に盛り込まれた事

項の確実な実施、ペイオフ解禁やＩＴ革命など金

融環境の急激な変化を踏まえ、以下の４つの施策

に基本的な重点を置いて、全体で８６人の増員等

を行うこととしている。

①　不良債権処理を確実に進めるため、主要行に対

して、「年１回検査」、「フォローアップ検査」を行

い、自己査定の正確性について厳正な検証を実施

②　ペイオフ解禁後の各金融機関の名寄せデータ整

備状況の実態把握など

③　証券市場の構造改革のため、全証券会社を概ね

１．５年、投信会社を２年周期で検査できる体制

を整備

④　インターネットなどＩＴを利用した新たなシス

テム業務・取引に対応するための検査体制を整備

（３）監督局

監督局では、ペイオフ解禁や異業種参入など金

融環境の変化に的確に対応した監督体制を整備す

るとともに、不良債権の最終処理を促進するため、

モニタリング・データの分析機能を強化し、分析

結果を踏まえた監督指針の策定体制などを整備す

ることとし、全体で３１人の増員等を行うことと

している。

（４）総務企画局

　　総務企画局では、ＩＴ・金融テクノロジーの進

展、金融コングロマリット、市場のグローバル化

といった金融・経済を巡る情勢の急激な変化に的

確に対応して金融制度の整備・改善等を行なうた

め、調査・研究体制の充実・強化や総合調整機能

の強化など、企画・調整機能等を強化することと

し、全体で２１人の増員等を行うこととしている。

（参考）平成１４年度定員要求

13年度末定員 14年度定員削減 14年度増員要求 増員後定員

総務企画局 ２２５ － ２１ ２４６

検査局 ３６０ ▲　２ ８６ ４４４

監督局 １４４ ▲　１ ３１ １７４

監視委員会 １２２ ▲　１ １１２ ２３３

合計 ８５１ ▲　４ ２５０ １,０９７

３．予算要求の内容

平成１４年度予算要求では、既定予算の徹底した

見直しを行い、上記の増員に伴う経費や、機動的な

検査・監視の実施、海外当局との連携強化等を図る

ための経費を折り込み、総額１３１億円を要求する

こととしている（別紙１）。

また、「構造改革特別要求」において、有価証券報告

書等の電子開示システム（ＥＤＩＮＥＴ）の整備に

必要な経費（４７３百万円）、証券総合システムの整

備に必要な経費（３９３百万円）の総額９億円の要

求を内閣官房へ提出することとしている（別紙２）。

なお、預金保険機構に係る公的資金枠については、

現行の７０兆円の枠組みを維持することとし、５３．

４兆円の政府保証枠を要求することとしている。

（注）７０兆円－１３兆円（交付国債）－３．６兆

円（１３年度までに発行される預保債（政府保証

付債券））＝５３．４兆円



（別紙１）

平成 14年度　金融庁概算要求の概要

区分 平成 13年度
当初予算額（A）

平成 14年度
概算要求額（B）

対前年度増△減額

（B－A）
対前年度伸び率

百万円 百万円 百万円 ％

（項）金融庁 13,307 12,986 △321 △2.4
人件費 8,547 9,333 787 9.2
その他 4,760 3,653 △1,107 △23.3
検査監督等実施経費 755 767 12 1.6
検査監督事務等電算

化経費

1,020 659 △360 △35.4

検査監督手法等調

査・研修経費

116 99 △16 △14.2

金融制度等調査経費 250 235 △15 △5.9
審議会等運営経費 114 99 △15 △13.1
国際会議等出席経費 202 197 △4 △2.2
中央省庁等再編成経

費

308 0 △308 皆減

その他 1,996 1,596 △400 △20.1
（項）経済協力費 177 133 △44 △24.8
合計 13,484 13,119 △365 △2.7

構造改革特別要求 － 866 866 －

再計 13,484 13,985 501 3.7
　　　（注）1.上記の構造改革特別要求の計数は、内閣官房に提出する額である。
　　　　　　2.各々の計数を百万円未満で四捨五入したため、計数が符合しない場合がある。



（別紙 2）
構造改革特別要求（「七分野」）の内容

平成 14年度　構造改革特別要求額　　　　　　　　　　　　866百万円

１.有価証券報告書等の電子開示システム（EDINET）　　　　473百万円

○　個人投資家の証券市場への信頼向上のためのインフラ整備として、ディスクロージャーの充実・強化を図

るための EDINETの充実

　

証券取引法に基づく有価証券報告書等の開示書類

の提出、縦覧等の手続きについて、インターネット

を利用して行うシステムである。

　平成 10年度から EDINETの開発・整備を進めて
おり、本年 6 月より一部の機能について運用を開始
したところである。今後も平成 14～15年度の政令等

の整備に合わせて開示情報の対象を拡大していくと

ともに、システムの更なる充実を図っていくことと

している。

　平成 14年度予算では、①セキュリティシステムの
高度化、②国際的インターネット言語への対応等に

必要な経費の要求としている。

２．証券総合システム　　　　　　　　　　　　　　　　　393百万円

○　行政による市場監視の強化を図るための証券取引等監視委員会の証券総合システムの機能強化

　

証券総合システムとは、証券会社検査、市場監視、

証券行政等に幅広く利用できる業務システムである。

　平成 14 年度予算では、①時価情報検索システム
（証券取引所及び店頭における全ての債券等の時価

情報を証券取引所及び証券会社等からそれぞれ入手

し、検索、加工等が可能となるシステム）の構築、

②インターネット巡回監視システム（インターネッ

ト上のホームベージ、掲示板の悪質な情報を検索・

抽出し、24時間体制で監視するシステム）の機能拡
張等に必要な経費の要求としている。

・ ｢平成 14年度機構・定員及び予算要求｣について（平成 13年 8月 29日）

http://www.fsa.go.jp/news/newsj/13/kinyu/f-20010829-1.html


<平成１３検査事務年度検査基本方針及び基本計画」について>

（はじめに）

　先般（７月３０日）、「平成１３検査事務年度検査

基本方針及び基本計画」を公表した。この検査基本

方針及び基本計画は、平成１３検査事務年度（１３

年７月～１４年６月）における検査の実施方針や実

施予定数を定めているものである。

　以下、金融検査のこれまでの実施状況や体制整備

の状況について簡単に紹介したうえで、本事務年度

の検査基本方針等のポイントについて解説する〔平

成 13 検査事務年度検査基本方針及び基本計画(原

文)は､ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの｢報道発表等｣のｺｰﾅｰに掲載して

いる〕。

Ⅰ．金融検査～これまでの実績

《検査実施状況》

イ．　平成１０年６月の金融監督庁発足以来の検査

の実施状況について紹介する。

金融監督庁発足直後の平成１０年７月に政

府・与党が取りまとめた「金融再生トタルプラ

ン（第２次とりまとめ）」において、「緊急的対

応として金融監督庁は日本銀行と連携しつつ主

要１９行に対し集中的な検査を実施する」との

方針が示された。これを踏まえ、平成１０検査

事務年度において、日本銀行と連携し、都市銀

行９行、長期信用銀行３行、信託銀行７行の主

要１９行に集中的な検査を実施した。また、地

方銀行６４行、第二地方銀行６０行についても、

順次、集中検査を実施し、一巡した。

ロ．　金融監督庁発足２年目に当たる平成１１検査

事務年度においては、前事務年度に集中検査を

実施した主要行等以外の業態についても検査頻

度を高める必要があることから、保険会社につ

いては、資産内容等の実態把握のための集中検

査を実施した。信用金庫についても同様の観点

から順次検査を実施し、平成１３年２月に立入

検査を一巡した。さらに、平成１１年７月１日

に金融検査マニュアルを策定し、これを踏まえ、

平成１２年１月から主要行等については、同マ

ニュアルに基づく検査を開始した。

ハ．　金融庁として新たにスタートした平成１２検

査事務年度においては、平成１２年４月に都道

府県から検査監督事務の移管を受けた信用組合

に対して集中検査を実施し、平成１３年３月に

立入検査を一巡した。

ニ．　このほか、外国金融機関等についても、我が

国への進出、我が国金融機関等との提携が増加

していること等に鑑み、ルール遵守状況及びリ

スク管理状況等に重点を置いた検査を実施して

きた。

《検査体制の整備について》

　金融監督庁検査部は１６４名体制からの立ち上

げであったが、金融検査の重要性が高まるなかで、

ここ３年の間に１９６名の検査局定員が増員され

た。これにより、金融庁検査局は３６０名体制とな

り、検査を業種・業態毎に担当する部門制を１８部

門に拡充し、専門的・効果的な検査の実現に向けて

の基盤整備を進めているところである。

Ⅱ．検査基本方針のポイント

　平成１３検査事務年度の検査基本方針のポイン

トは、①緊急経済対策等への対応、②ペイオフ解禁

への対応、③金融環境の変化への対応である。

１．緊急経済対策等への対応

　　「緊急経済対策」及び、いわゆる「骨太の方針」

に示されているとおり、我が国の経済再生の第

一歩として、不良債権問題の抜本的解決を図る

ことが喫緊の課題となっている。こうした観点

から不良債権処理の前提となる自己査定の正確

性を高めるため、主要行に対する検査を以下に

より強化する。



（１）「年１回検査」の実施

　　　これまで２年に１回程度の頻度で実施して

きた主要行に対する検査について、「年１回

検査」の実施へ強化する。

（２）「フォローアップ検査」の集中的実施

　　　上記に加え、金融検査マニュアルに基づく直

近検査において当局が指摘した事項について、

銀行の自己査定作業に的確に反映されている

かどうかをチェックするため、自己査定作業

時期に「フォローアップ検査」を集中的に実

施する。

　　具体的には、自己査定体制・基準、ディスクロ

ージャー基準等に関する検査指摘事項の改善状

況の検証や、前回検査で債務者区分の差異を指

摘した先についてサンプルチェックを実施する。

２．ペイオフ解禁への対応

　　現在、我が国の金融システムは、厳正な検査・

監督により一時期と比較して確実に安定性を取

り戻しているが、平成１４年４月からのペイオ

フ解禁を控え、より強固な金融システムを構築

する必要がある。このため、以下により、効率

的で実効性のある検査を実施する。

（１）濃淡ある検査の実施

　　金融機関の経営状況やオフサイト・モニタリン

グを通じて得られた情報等を踏まえ、検査頻度

や検査内容に濃淡をつけた効率的で実効性の高

い検査を実施する。

（２）名寄せデータ整備状況の実態把握

　　本年４月に施行された改正預金保険法により、

名寄せのための各種預金者データやシステムの

整備が金融機関に義務づけられたことを踏まえ、

預金保険機構と連携し、預金口座名寄せのため

のデータ整備状況等について検証する。

（３）流動性リスク管理態勢の実態把握

　　流動性危機時の対応策（ｺﾝﾃｨﾝｼﾞｪﾝｼｰﾌﾟﾗﾝ）の

整備状況をはじめ、流動性リスク管理態勢の適

切性について検証する。例えば、預金流出等の

危機時の連絡・報告体制、対処方法（調達手段

の確保）等が明確に定められているか、或いは、

即時売却可能資産を常時把握しているか等をチ

ェックしていく。

３．金融環境の変化への対応

　　時価会計の導入、インターネットを利用した金

融取引の拡大、持株会社方式による経営統合の

進展など、新しい金融環境に迅速かつ的確に対

応した専門性の高い検査を実施する。

（１）時価評価の適切性の実態把握

　　平成１３年４月より「その他有価証券」を含め、

時価会計が完全実施されたことを踏まえ、有価

証券の保有目的区分及び評価等の適切性につい

て検証する。

（２）インターネット取引に係るリスク管理態勢の

実態把握

　　拡大するインターネットを利用した金融取引

の現状を踏まえ、システム・ダウン時の対応策

の整備状況をはじめ、当該取引に係るリスク管

理態勢について検証する。

（３）金融グループ・コングロマリットの一体的な

実態把握

　　　持株会社方式による経営統合など金融機関の

グループ・コングロマリット化の流れを踏まえ、

各業態を横断的に所管する当庁の特色を活かし、

グループ全体としての法令等遵守態勢、リスク

管理態勢について検証する。

４．証券取引等監視委員会との連携強化等

　個人投資家の市場参加の促進等による市場の

活性化を図るためには、証券市場に対する信頼

の保持に向け、市場監視・検査体制の強化を図

っていく必要がある。このため、証券取引の公

正の確保に関して検査を実施している証券取引

等監視委員会との連携を強化し、合同検査を原

則とするなど、効果的な検査の実施に努める。

　　さらに、平成１３年１０月１日以降、証券検査

マニュアルを適用した検査を開始するとともに、

投資信託委託業者及び投資顧問業者に係る検査

マニュアルを策定する。



Ⅲ．検査基本計画のポイント

　平成１３検査事務年度の検査実施予定数を定め

た検査基本計画と１２検査事務年度における実績

との対比は、別表のとおりである。信用組合の集中

検査が終了したことから、１３検査事務年度におい

ては、信用金庫・信用組合に対する検査実施予定数

が減少している。一方、主要行に対する検査の強化

や昨事務年度に必ずしも十分な頻度を確保できな

かった業態に対する検査を増加させたことから、検

査実施予定数は合計では増加となっている。

　なお、金融検査の透明性の向上を図る観点から、

本事務年度より全業態について実施予定数を公表

している（検査実施計画は、当初計画として設定し

ているものであり、金融機関等を取り巻く現下の厳

しい経営環境下において適時の実態把握に的確に

対応するため、弾力的な運用を行うこととしている

ことから、実施予定数は変動することがあり得る）。

（おわりに）

　この検査基本方針及び基本計画の公表により、金

融検査に対する国民の一層の理解が得られ、金融行

政に対する信頼の確立に繋がれば幸いである。また、

こうした方針及び計画の着実な実施により、金融検

査に対する国民の信頼が一層高まることを期待し

ている。

【別表】検査計画と実績の対比

平成 13 検査事務年度 12 検査事務年度 平成 12 検査事務年度
　

実施予定数 実施数 実績との対比

　銀 行 85 行 56 29
　信 用 金 庫 ・ 信 用 組 合 205 金庫・組合 330 ▲ 125
　労 働 金 庫 10 金庫 8 2
　信 農 連 ・ 信 漁 連 10 連合会 2 8
預 金 等 受 入 金 融 機 関 計 310 396 ▲ 86
保 険 会 社 15 社 12 3
　 証 券 会 社 70 社 48 22
　 投 資 信 託 委 託 業 者 5 社 5 0
　 投 資 顧 問 業 者 30 社 21 9
証 券 会 社 等 計 105 74 31
　 賃 金 業 者 165 社 120 45
　 前 払 式 証 票 発 行 者 165 社 134 31
　 抵 当 証 券 業 者 10 社 5 5
　 そ の 他 10 社 15 ▲ 5
そ の 他 の 金 融 機 関 計 350 274 76
　 合 計 780 756 24

（注 1）  検査事務年度とは、 7 月～翌年 6 月までをいう。
（注 2）  実施予定数が、僅少な業態は、合算して｢その他｣欄に記載。

・｢平成 13 年検査事務年度検査基本方針及び基本計画｣（ 13 年 7 月 30 日）

http://www.fsa.go.jp/news/newsj/13/kinyu/f-20010730-1.html


<主な出来事>（８月）

２日（金） ・「13年 3月期におけるリスク管理債権等の状況」について発表
　　　　　　　・「経営健全化計画の見直し等」について公表

・「公認会計士試験（第 3次試験）の施行について」及び｢公認会計士試験第 3次試験受
験者心得｣発表

６日（月） ・「証券取引法施行令の一部を改正する政令の改正案」の公表（ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ・ｺﾒﾝﾄ）

７日（火） ・金融トラブル連絡調整協議会（第 6回）
８日（水） ・「証券市場の構造改革プログラム」について発表

・「ＢＩＳ規制見直しにかかるバーゼル委員会ワーキング・ペーパーについて（内部格

付方式における保有株式の取扱い）」公表

・投資信託委託業者の認可及び投資一任契約に係る業務の認可

・「書面交付の電子化に係る証券会社に関する内閣府令等の改正案の概要」の公表（ﾊﾟﾌﾞ

ﾘｯｸ・ｺﾒﾝﾄ）

９日（木） ・シティバンク、エヌ・エイ在日支店に対する行政処分

13日（月） ・「証券会社に関する内閣府令の一部改正案に係る概要」の公表（ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ・ｺﾒﾝﾄ）

15日（水） ・「上場等株券の発行者である会社が行う上場等株券の売買等に関する内閣府令（仮称）

（案）の概要」の公表（ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ・ｺﾒﾝﾄ）

20日（月） ・ＩＮＧベアリング証券会社東京支店に対する行政処分

・「証券取引法施行令の一部を改正する政令（案）の概要」の公表（ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ・ｺﾒﾝﾄ）

　22日（水）　　・「株式会社イトーヨーカ堂及び株式会社セブン-イレブン・ジャパンの産業活力再生特
別措置法に基づく事業再構築計画の変更認可について」発表

　23日（木）　　・「検査要員（非常勤職員）の募集について」発表
24日（金）　　・朝銀関東信用組合に対する金融整理管財人による業務及び財産の管理を命ずる処分

・新潟商銀信用組合に対する管理の終了期限の延長

27日（月） ・「証券取引法施行令等の一部を改正する政令案」の公表（ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ・ｺﾒﾝﾄ）

　28 日（火）　　･「証券取引法第百六十一条のニに規定する取引及びその保証金に関する内閣府令等の
一部を改正する内閣府令案」の公表（ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ・ｺﾒﾝﾄ）

・「バーゼル委員会が銀行の内部監査に関するペーパー」を公表

　29日（水）　　・「平成 14年度機構・定員及び予算要求について」発表
・｢平成 14年度税制改正要望について｣発表
・｢銀行等の株式保有制限及び株式取得機構について｣発表

・「金融庁による改革工程表について」発表

31日（金） ・（株）整理回収機構に対する信託兼営の認可

http://www.fsa.go.jp/news/newsj/13/ginkou/f-20010802-1a.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/13/ginkou/f-20010802-2.htm
http://www.fsa.go.jp/notice/noticej/kouninsiken3.html
http://www.fsa.go.jp/notice/noticej/kokoroe3.html
http://www.fsa.go.jp/notice/noticej/kokoroe3.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/13/syouken/f-20010806-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/13/kinyu/f-20010808-2.html
http://www.fsa.go.jp/inter/bis/bj_20010807.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/13/kinyu/f-20010808-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/13/syouken/f-20010808-3.html
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http://www.fsa.go.jp/news/newsj/13/kinyu/f-20010820-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/13/ginkou/f-20010822-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/13/kinyu/f-20010823-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/13/ginkou/f-20010824-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/13/ginkou/f-20010824-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/13/kinyu/f-20010827-2.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/13/kinyu/f-20010828-2.html
http://www.fsa.go.jp/inter/bis/bj_20010828.html
http://www.fsa.go.jp/news/newsj/13/kinyu/f-20010829-1.html
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